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１ 研究の背景と目的

○背景

近年、ガソリン価格の高騰期に、マイカーの運転控
え、公共交通の利用増等について観測報道。

そこで、ガソリン価格変動が、我国における旅客の
交通行動にどう影響しているか検証。

○目的

低炭素社会向きの価格政策及び需要予測手法の検
討に役立つ含意と基礎的実証資料を提供。

例えば、ガソリン価格暫定税率実質廃止の影響の
推計、高速道路料金施策の影響の試算検討に活用。

途上国に見本となる交通統計の一つの活用方法を
示唆。
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２ 分析の方法

①自家用車の運転回数、走行距離

＜マイカー交通量、マイカーガソリン消費量＞

②公共交通へ移動手段を変更 ＜公共交通の交通量＞
③自家用車について、燃費の良い車に変更、手放し

＜マイカーの保有台数、軽自動車の販売割合＞

ガソリン価格と所得が交通行動構造に及ぼす影響
の有無と程度について、統計の計量分析を通じて、
マクロ的に捉える

（１）分析の方針
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２ 分析の方法

（統計項目） 全国 地方 都道府県 主要都市

鉄道 国土交通省鉄道輸送統計年報

年・月

× ×

営業用バス 国土交通省自動車輸送統計年報

年・月

×

マイカー 同上 △

６都府県のみ

×

ガソリン価格 石油情報センター調査

月

×

ＧＤＰ（ＧＲＰ）

<所得指標＞

内閣府

年・四半期

内閣府（県民経済計算）

年（２００７年度分まで）

（政令指定都市）

（２）分析対象とする主要統計の選定と加工

（単
位
：旅
客
人
キ
ロ
）

→全国を年度・四半期系列で、地方を年度系列で
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○公共交通： 鉄道＋営業用バス

○マイカー： 自家用登録乗用車＋自家用軽自動車
（軽２輪を除く）

（「陸上交通」＝「公共交通」＋「マイカー」 と便宜集計）

＊地方分析における特殊事情
新幹線の輸送量は、鉄道輸送統計上、当該新幹線を
営業するJRの本社所在地方に一括計上されている

→JR本州３社が営業する新幹線路線の輸送量は、
地方別内訳が不明なため、地方分析における
公共交通から除外
（別途、独立に分析）

２ 分析の方法
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○対象期間： 軽自動車の交通量が自動車輸送統計調査
に追加され、マイカー全体の交通量の統一
把握が始まった1987年４月から、

高速道路休日割引の影響が本格化する直
前の2009年3月までの

約２０年間

○国民１人当たりの値に変換（総務省人口推計活用）

人口増減の影響を排除するため

○ガソリン価格と所得（１人当たり総生産）の実質値の

組合せと名目値の組合せで別々に分析

２ 分析の方法
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２ 分析の方法
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２ 分析の方法

陸上交通１人当たり旅客人キロ　（四半期系列）
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資料：　国土交通省自動車輸送統計及び鉄道輸送統計、石油情報センター
　　　　　内閣府SNA統計、総務省消費者物価指数及び人口推計
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２ 分析の方法

陸上交通機関分担率　（四半期系列）
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２ 分析の方法
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２ 分析の方法
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２ 分析の方法
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２ 分析の方法



北海道、関東、近畿、中国、四国、九州沖縄について、
横断時系列パネルデータとして、単一モデルでの一括分
析を行う。←東北、北陸信越及び中部の現在の地方区
分については、２００２年度以前の統計はない。
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パネルデータの形式例

２ 分析の方法

（３） 地方分析の方針
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個々の地方をパネルデータとして扱う時系列分析を行
う前に、一旦、大都市地域を含む地方とそれ以外の地方
に大括りをして、全国分析に準じた分析を行う。

・マイカー交通量の変動が激しい北海道と2002年度
以前の統計が存在しない東北、北陸、中部を除き、以下
の２地域に大括りして分析

大都市圏を含む地域・・・関東、近畿 （「関東近畿」）

それ以外・・・・中国、四国、九州沖縄 （「中四国九州」）

２ 分析の方法
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２ 分析の方法
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２ 分析の方法
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ガソリン価格及び所得（独立変数）がともに１人当たり
各交通量又は各機関分担率（従属変数）に影響を与え
る計量モデルを両対数線型式で構築

これが成立すれば、独立変数の係数は弾性値を表す

（４）計量モデルの基本的考え方

log Yi =α +βlogX1+γlogX2 ⇔ Yi= eα X1
β X2

γ

Yi ;交通量又は機関分担率
X1 ;ガソリン価格
X2 ;所得（１人当たりGDP）

例えば、右の式をX1で微分すると
dYi/dX1 =β eα X1

β-1 X2
γ

∴ dYi/Yi =β eα X1
β-1 X2

γ
÷Yi × dX1

=β × dX1 /X1
即ち （Yiの変化割合） =β × （X1 の変化割合）

つまり、 X1（ガソリン価格）が１％変化すれば、 Yi（交通量又は
機関分担率）がβ％変化することになる→ βはガソリン価格弾性値

２ 分析の方法
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○統計学的検定（＊）により、有意（５％水準）かつ
適合的なモデルを選定。

なお、通常の重回帰モデルによっては、トレンド
項等を含めても、理論値と観測値との残差（誤
差項）に無視できない自己相関がある場合に
は、誤差項の自己回帰等を組込むことによるモ
デルの再構築を検討

＊：t値（1.96以上）、調整済R2、DW、Ljung-BoxQ、情報量基準

○独立変数の影響が顕在化するまで最大１年間
の時間差（タイムラグ）がありうると想定し、最も
適合的なモデルを構築できるラグ期間を選定。

２ 分析の方法



①基本モデルによる弾性値の推定
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３ 分析の結果

ガソリン価格弾性値 所得弾性値

名目系列 実質系列 名目系列 実質系列

陸上交通 人キロ/人
負 正

-0.13 -0.17 0.60 0.66

公共交通

人キロ/人
正 正

0.12 0.12 0.23 0.27

機関分担率
正 負

0.25 0.28 -0.33 -0.42

マイカー

人キロ/人
負 正

-0.30 -0.41 0.86 1.02

機関分担率
負 正

-0.18 -0.22 0.27 0.36

（マイカーは、自家用軽貨物自動車を除く）

（１）公共交通とマイカーの交通量への影響

（注 全て誤差項の１次自己回帰AR（１）モデルで、LjungBoxQ値は5%有意水準で適合）

ｂ）全国 年度系列

独立変数は1年前の値が適合的→影響が顕在化するのに１年間要する傾向
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構築した計量モデルによる現況再現例

３ 分析の結果
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ｂ）全国 四半期系列

ガソリン価格弾性値 所得弾性値

名目系列 実質系列 名目系列 実質系列

陸上交通 人キロ/人
負 正

-0.09 -0.12 0.42 0.43

公共交通

人キロ/人
正 正

0.10 0.08 0.23 0.27

機関分担率
正 負

0.29 0.21 -0.09 -0.23

マイカー

人キロ/人
負 正

-0.21 -0.26 0.57 0.57

機関分担率
負 正

-0.16 -0.13 0.07 0.15

３ 分析の結果

独立変数は４期前の値が適合的→影響が顕在化するのに１年間要する傾向

（マイカーは、自家用軽貨物自動車を含む）

（注 太字は誤差項の季節性１次自己回帰SAR（１）モデルで、LjungBoxQ値は5%有意水準で適合。
その他は重回帰モデルで、DW値は5%有意水準で適合）
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ガソリン価格弾性値 所得弾性値

関東
近畿

中四国
九州

関東
近畿

中四国
九州

名目 実質 名目 実質 名目 実質 名目 実質

陸上
交通

人キロ/人
負 正

-0.04 -0.12 -0.17 -0.19 0.47 0.82 0.33 0.55

公共
交通

人キロ/人
正 正

0.14 (0.06) (0.19) 0.14 0.35 (0.68) (0.21) 0.60

機関分担率
正 負

0.18 0.17 0.30 0.30 -0.12 -0.23 -0.52 -0.83

マイ
カー

人キロ/人
負 正

-0.21 -0.28 -0.25 -0.26 0.62 0.98 0.37 0.57

機関分担率
負 正

-0.17 -0.17 -0.07 -0.07 0.13 0.23 0.13 0.20

３ 分析の結果

c）大括り地方 年度系列
（マイカーは、自家用軽貨物自動車を含む）

（注 イタリック体は重回帰モデルで、DWは1%有意水準で適合。括弧書は重回帰モデルで、DWは
1%有意水準の下限値以上上限値以下。太字は誤差項１次自己回帰AR（１）モデルで、LjungBoxQ
は5%有意水準で適合。他は重回帰モデルで、DWは5%有意水準で適合）
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logYi(t)=α(t) +β * logＸi1(t-1) +γ * logＸi2(t-1) + δ*T(t)
+ Σ

k
{ωk *logＸi1(t-1) +εk*logＸi2(t-1) }*地方kのダミー変数

+ ui(t)
Y ; 1人当たり交通量または機関分担率（マイカー又は公共交通）

Xi１ ；ガソリン価格

Xi2 ；所得指標（１人当たりGRP)
T ; トレンド項、ui； 残差

ωk、 εk；地方k（九州沖縄以外）のダミー変数(i≠kなら0)の係数

→九州沖縄について、

ガソリン価格弾性値（標準）；β、所得弾性値（標準）；γ
地方kについて、

ガソリン価格弾性値；β + ωk 、所得弾性値；γ + εk

地方パネル分析における基本モデル

３ 分析の結果

d）地方 年度系列 （パネル分析・・・結果的に全て固定効果モデル）



地方パネル分析における主要係数

Koichi Fujisaki 26

人キロ/人 機関分担率

公共交通 マイカー 公共交通 マイカー

名 目 実 質 名 目 実 質 名 目 実 質 名 目 実 質

ガソリン価格弾性値（標準） 0.16 0.09 -0.25 -0.31 0.47 0.43 -0.11 -0.09

＊ダミー係数（北海道）

＊ダミー係数（関東） 0.15 -0.41 -0.36 -0.07 -0.07

＊ダミー係数（近畿） -0.27 -0.24 -0.07

＊ダミー係数（四国） 0.28 0.38

所得弾性値（標準） 0.22 0.40 0.98 1.17 -0.76 -0.89 0.17 0.21

＊ダミー係数（北海道） -0.63 -1.04 0.61 0.88 -0.12 -0.17

＊ダミー係数（関東） -0.09 0.24 0.21 0.04

＊ダミー係数（近畿） -0.54 0.63 0.58

＊ダミー係数（四国） 0.29 0.64

→ダミー係数と合算して得た各弾性値の符号は、全国分析の結果に
一致（ラグは１年）

（マイカーは、自家用軽貨物自動車を含む）

３ 分析の結果



①基本モデルによる全国及び大括り地方の分析並びに地
方パネル分析（標準値）のまとめ
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３ 分析の結果

ガソリン価格弾性値 所得弾性値

名目 実質 名目 実質

陸上交通 人キロ/人
負 正

-0.04～-0.17 -0.12～－0.19 0.33～0.60 0.43～0.82

公共交通

人キロ/人
正 正

0.10～0.19 0.08～0.14 0.21～0.35 0.27～0.68

機関分担率
正 負

0.18～0.47 0.17～0.43 -0.09～-0.76 -0.15～-0.89

マイカー

人キロ/人
負 正

-0.21～-0.30 -0.26～-0.41 0.37～0.98 0.57～1.17

機関分担率
負 正

-0.07～-0.18 -0.07～-0.22 0.07～0.27 0.15～0.23
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②長期弾性値の推定

＊次のような、１期前の従属変数を右辺に含むモデル式を構築すると
logY(t)=α +βlogＸ1(t-4) +γlogＸ2(t-4) + δlogY(t-1) +ΣdiDi  ＋R(t)

ガソリン価格弾性値 短期：βに対し、長期：β/(1-δ)
所得弾性値 短期：γに対し、長期： γ /(1-δ)

ガソリン価格弾性値 所得弾性値

短期 長期 短期 長期

項目 名目 実質 名目 実質 名目 実質 名目 実質

公共
交通

人キロ/
人

0.16 0.08 0.25 0.14 0.22 0.46 0.34 0.78

マイ
カー

人キロ/
人

-0.15 -0.19 -0.22 -0.26 0.40 0.36 0.58 0.50

長期弾性値（当期以後の期間全体における影響を表すもの）の推計が
可能なモデル式＊を全国四半期系列で構築した結果

３ 分析の結果

（Durbin’s h alternativeは有意水準5％で全て適合）
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長期弾性値と短期弾性値の比較

各交通量に対し、ガソリン価格及び所得の
弾性値の絶対値は、長期弾性値の方が短期
弾性値よりも大きい結果となった

これは、長期的には、ガソリン価格及び所
得がマイカーの保有に影響し（（３）で検証）、
保有を通じた利用への相乗的な影響が加わ
ることとも整合的と考えられる。

３ 分析の結果
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③弾性値の変化を追求した場合

独立変数どうしの交差項を含む次のモデル式を

全国四半期系列で設定

logY(t)=α+βlogＸ1(t-1)
+ ωlogＸ1(t-1)logＸ2(t-1) +R(t)

このとき、

ガソリン価格弾性値：β +ωlogＸ2(t)
所得弾性値： ωlogＸ1(t)

それぞれ所得Ｘ2、ガソリン価格Ｘ1の値に応じて変化

このモデルを構築して、変化する弾性値を推計すると

３ 分析の結果

（誤差項の季節性1次自己回帰SAR(1)モデル）
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所得水準が高いほど、ガソリン価格弾性値の絶対値は小さい
（１人当たり公共交通量に対してを除く）

名目値モデル
のグラフも、同
様の傾向

マイカー抑制のためのガソリン価格政策への含意の例

「マイカー交通量の抑制効果を一定程度与えるためには、所得水準が高い
状況ほど、ガソリン価格引上げの度合いをより大きくする必要」

所得水準とガソリン価格弾性値の関係(実質値）

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0 .2

-0.315 0.126

1人当たりGDP（対数）

ガソリン価格
弾性値

1人当たり陸上交通量 １人当たり公共交通量

１人当たりマイカー交通量 公共交通分担率

マイカー分担率

a) 全国 四半期系列

３ 分析の結果
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ガソリン価格が高いほど、所得弾性値の絶対値は大きい

ガソリン価格水準と所得弾性値の関係(実質値）

-0.3

-0.2

-0.1

0

0.1

0.2

0 .3

0 .4

0 .5

0 .6

4 .528 5.025

ガソリン価格（対数）

所得弾性値

1人当たり陸上交通量 １人当たり公共交通量

１人当たりマイカー交通量 公共交通分担率

マイカー分担率
名目値モデル
のグラフも、同
様の傾向

マイカー抑制のための経済政策への含意の例

「マイカー交通量への抑制効果を一定程度与えるためには、ガソリン価格
水準が低い状況ほど、所得関連の経済的負荷をより強くする必要」

３ 分析の結果



b)地方パネル分析 年度系列
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所得水準が高いほど、ガソリン価格弾性値の絶対値は小さい

マイカー抑制のためのガソリン価格政策への含意の例

「マイカー交通量の抑制効果を一定程度与えるためには、所得水準が高い
状況ほど、ガソリン価格引上げの度合いをより大きくする必要」

３ 分析の結果



弾性値の変化を追及した場合（パネル分析における交差項モデル）
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同じ所得水準の状況では、関東・近畿よりも、それ以外の地方（北海道を除く）
の方が、ガソリン価格弾性値の絶対値は小さい傾向（ガソリンの効きが小さい）

→公共交通の充実度の差が影響している可能性

３ 分析の結果
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（２）マイカーのガソリン消費量（全国 年度系列）

１人当たりマイカーガソリン消費量

0

200
400

600

87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07
年度

リ
ッ
ト
ル

自家用登録乗用車 軽自動車
マイカー計

資料：国土交通省自動車輸送統計、総務省人口推計

３ 分析の結果
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→ ガソリン価格弾性値と所得の弾性値の符号は、１人
当たりマイカー交通量に対してと同じ

１人当たりマイカーガソリン消費量に対する弾性値

ガソリン価格弾性値 所得弾性値 １台当たり平均乗車人数
の弾性値

名目 実質 名目 実質 名目 実質

１人当たり
マイカーガソリン

消費量

負 正 負

-0.35 -0.50 0.88 1.0 - 1.1 -1.45

３ 分析の結果

（マイカーは、自家用軽貨物自動車を除く）

（注 誤差項自己回帰AR(1)モデルで、LjungBoxQは有意水準5%で適合）
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３ 分析の結果

構築した計量モデルによる現況再現例
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（３）マイカー保有台数（全国 年度単位）

人口千人当たり保有台数

0

100

200

300

400

87 89 91 93 95 97 99 01 03 05 07

年度

自家用乗用普通車 自家用乗用小型車
自家用登録乗用車計 軽自動車（３輪＋４輪）
2輪車

資料：国土交通省、（財）自動車検査登録情報協会、総務省

３ 分析の結果
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１人当たり保有台数に対する弾性値

→ １人当たり自家用登録乗用車保有台数（ストック）に対す
るガソリン価格の弾性値は負（（１）②の考察と整合的）。

ガソリン価格弾性値 １人当たりGDP弾性値

自家用登録乗用車
（１人当たり保有
台数）

名目 実質 名目 実質

-0.17 -0.25 0.74 0.85

（年度系列）

３ 分析の結果

（注 誤差項自己回帰AR(1)モデルで、LjungBoxQは有意水準5%で適合）
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（４）軽自動車販売割合（全国 ２０００年以降四半期単位）

車種別販売割合

0

0.2

0.4

0.6

0.8

4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4

00 01 02 03 04 05 06 07 08
年度・四半期

割
合

軽４輪乗用販売割合 普通乗用車・小型乗用車販売割合

資料：（社）日本自動車販売協会連合会、（社）全国軽自動車協会連合会

３ 分析の結果
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軽４輪乗用車の販売割合について、ガソリン価格
（実質＆名目）を独立変数として、適合モデルを構築

ガソリン価格
（１期前先行ラグ）

名目 実質

弾性値 0.13 0.14

すなわち、消費者は、車種による燃費の違いを意識
しており、ガソリン価格が高いと販売車種（フロー）
に占める軽４輪乗用車の割合が増えている関係
にある。

（２０００年以降の四半期系列）

３ 分析の結果

（注 従属変数の１期前の値を右辺に含むモデルで、Durbin’s h alternative は有意水準5%で適合）
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（５）鉄道旅客の分析

３ 分析の結果



Koichi Fujisaki 43

全国鉄道（定期・定期外）、JR本州３社営業新幹線
の分析結果

ガソリン価格弾性値 所得弾性値

名目 実質 名目 実質

全国

定期
正 正

0.13 - 0.46 0.61

定期外
正 正

0.25 0.20 0.18 0.60

JR本州３社営業新幹線
正 正

0.25 0.25 0.41 0.58

注） イタリック体は重回帰モデルで、DWは有意水準1%で適合。

太字は、誤差項１次自己回帰AR（１）モデルで、LjungBoxQは有意水準5%で適合。
他は重回帰モデルで、DWは有意水準5%で適合。

３ 分析の結果

（年度系列）



地方別の鉄道定期・定期外（JR本州３社営業新幹線を除く） についての分析結果
（地方毎の個別モデル）
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名目 実質

ガソリン価格
弾性値

所得弾性値 鉄道旅客列
車キロ/可住
地面積

ガソリン価格
弾性値

所得弾性値 鉄道旅客列
車キロ/可住
地面積

＜定期＞

北海道 0.43 - 1.34 0.45 0.31 1.57
関東 - 0.37 - - 0.37 0.80
近畿 - 0.49 - - 0.84 -
中国 0.15 0.67 - - 1.20 -
四国 0.26 0.34 - 0.30 0.60 0.68
九州沖縄 0.13 0.60 0.35 - 1.55 -

＜定期外＞

北海道 0.24 - 0.93 0.24 - 1.18
関東 0.13 - 0.89 0.10 - 1.00
近畿 0.13 0.27 - - 0.87 -
中国 0.32 - - 0.26 0.62 -
四国 0.23 0.27 - 0.24 0.62 -
九州沖縄 0.16 - 0.53 0.13 - 0.65

３ 分析の結果

Koichi Fujisaki
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鉄道の定期・定期外交通の分析結果まとめ

• 全国、JR本州３社営業新幹線（定期外旅客の占める割合大）、
地方の分析 ともに、

・定期旅客よりも定期外旅客のほうが、ガソリン価格に明確に反
応

・一方、定期旅客は、定期外旅客よりも所得の影響が大きい

• 裏から言えば、マイカーの利用については、

・通勤・通学者よりも、観光旅行者のほうが、ガソリン価格に敏
感に反応する可能性

→ 観光促進を図る現代において、増大する観光旅行者のマイ
カー利用を抑制するには、燃料価格政策が比較的効果的。

３ 分析の結果
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ガソリン暫定税率分２５．１円の実質廃止

４ 分析結果の活用例

仮定

（分析対象期間中の全国平均ガソリン価格１２３円中２０．４％の価格低下に相当）

（１）ガソリン暫定税率実質廃止の影響試算

項目 影響（％）

陸上交通 旅客人キロ/人 増加2.6～3.5

公共交通
旅客人キロ/人 減少2.3～2.5

機関分担率 減少5.0～5.8

マイカー
旅客人キロ/人 増加6.2～8.5

機関分担率 増加3.7～5.8

全国のこの部門（自家用軽貨物自動車を除く）における

１人当たりＣＯ２排出量の 5.4～7.6%増加 に相当

全国年度系列の基本モデルで推計した弾性値×20.4(%)
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大括り地方への影響の試算

影響（％）

関東近畿
（JR本州３社営業新幹線

を除く）

中四国九州
（JR本州３社営業新幹線

を除く）

陸上交通 旅客人キロ/人 増加 0.8～2.5 増加 3.6～4.0

公共交通
旅客人キロ/人 減少 1.2～3.0 減少 2.9～3.9

機関分担率 減少 3.7～3.8  減少 6.2～6.3

マイカー
旅客人キロ/人 増加 4.4～5.9 増加 5.2～5.4

機関分担率 増加 3.5～3.6 増加 1.4

この部門（自家用軽貨物自動車を含む）の
１人当たりCO２排出量

増加 3.5～5.1 増加 4.8～5.1

４ 分析結果の活用例

大括り地方の年度系列モデルで推計した弾性値×これらの比率

（モデル分析対象期間中の平均ガソリン価格のそれぞれ次の価格低下に相当
関東近畿：１１８円中２１．３％ 中四国九州：１２１円中２０．７％）
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参考既存試算例

①高速道路料金の本格割引導入後と導入前
の定期外運輸収入の落差から、過去の景気
悪化の影響を基に算定した景気悪化等によ
る減収分を差し引いた残りを高速道路料金割
引の影響とし、②その影響から高速道路無料
化の影響を拡大算出

（JR四国半井真司氏、

“高速道路料金制度の影響”

「運輸と経済」2009年11号）

（２）現行高速道路料金休日割引の影響の試算検討の試み
４ 分析結果の活用例
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JR四国半井真司氏“高速道路料金制度の影響”「運輸と経済」2009年11号より

高速道路休日割引
の影響

（カラーは発表者が氏の見解を表すため今回便宜的に貼付け）

４ 分析結果の活用例
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講演者のこれまでの分析により、交通量等には、所
得（景気）だけでなく、ガソリン価格が影響を与えてい
ることが実証された。

このため、ガソリン価格及び所得によって交通量等
を説明する、これまで構築した計量モデルを用いて、
（高速道路休日割引といった新規の要因が無いと仮
定して）ガソリン価格と所得の影響により理論上発生
する2009年度の交通量等を推計する。しかし、実際
には、高速道路休日割引の影響が加わったため、
2009年度における交通量の現実の観測値はそれと
は異なるはず。

2009年度における、この理論予測値と観測値との
乖離分を、高速道路休日割引制度の影響と想定する。

４ 分析結果の活用例
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４ 分析結果の活用例
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４ 分析結果の活用例
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４ 分析結果の活用例
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４ 分析結果の活用例
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項目 影響（％）

実質モデル 名目モデル

公共交通 旅客人キロ/人 減少 0.4～ 1. 6 減少 0.8～1. 8

マイカー
旅客人キロ/人 増加 2.3～3.8 増加 4. 4

ガソリン消費量/人 増加 3.6 増加 5. 4

理論予測値からの乖離率を高速道路料金割引制度の影響と想定した
場合の影響度合いの試算

マイカーガソリン車による交通について、ＣＯ２排出量5%前後の増加に相当

全国年度系列の基本モデルによる
（マイカーは自家用軽貨物自動車を除く）

４ 分析結果の活用例

ただし、試算で比較計算に用いた理論予測値にも予測誤差があることに留意
する必要
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（３）高速道路一律無料化の影響の試算検討の試み

・現行の料金休日割引は、高速道路料金平均引下率:２６.7%に相当
←マイカー１台高速道路1km走行当たりの平均料金支出金額(*)についての

2008年度と2009年度の対比

(*)
マイカー１台高速道路１km走行当たりの平均料金支出金
=マイカー１台当たりの月平均高速道路料金支出金額÷小型車類１台当たり月平均高速道路走行距離

＜東日本高速道路株式会社公表資料＞

マイカー１台当たりの月平均高速道路料金支出金額
=  1人月平均高速道路料金支出 × マイカー１台当たり平均乗車人数

＜総務省家計調査＞ ＜自動車輸送統計年報＞

・高速道路無料化（平均引下率：100%)が仮に実施される場合の影響は
（現行高速道路料金休日割引の影響）÷26.7×１００

４ 分析結果の活用例

（ここまでの計量モデルとは別の、仮定を置いた手法による）

高速道路料金平均引下率に影響が比例すると仮定した場合
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４ 分析結果の活用例
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４ 分析結果の活用例
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マイカーガソリン車による交通について、ＣＯ２排出量15%前後の増加に相当

項目 影響（％）

実質モデル 名目モデル

公共交通 旅客人キロ/人 減少 1.4～ 6.1 減少 3.0～6.8

マイカー
旅客人キロ/人 増加 8.6～14.4 増加 16.4

ガソリン消費量/人 増加 13.5 増加 20.4

４ 分析結果の活用例

高速道路料金平均引下率に影響が比例すると仮定した場合の
高速道路一律無料化の試算値

ただし、理論予測値の誤差があることを前提にした試算値（スライド６１）を基に、
更に簡易な仮定に従って比例計算した試算値であることに留意する必要
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御清聴有り難うございました。

御意見を歓迎致します。

fujisaki@jterc.or.jp


